
  

２００６年 
10月 25日 
第４２号 

日
本
共
産
党
衆
議
院
比
例
東
海
ブ
ロ
ッ
ク
事
務
所

 
 

名
古
屋
市
中
区
新
栄
三
丁
目
十
二
番
二
十
七
号 

電
話 

〇
五
二
（
二
六
四
）
〇
八
三
三
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
（
二
六
四
）
〇
八
五
〇

Ｅ
メ
ー
ル 

tokaiblc@ybb.ne.jp 

  

１０
月
２０
日
、
井
上
さ
と
し
参
院
議
員

は
、学
校
公
演(

鑑
賞
教
室)

の
現
状
と
今

後
を
考
え
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
パ
ネ
リ

ス
ト
と
し
て
参
加
し
ま
し
た
。 

 

学
校
公
演
は
、
生
徒
・
児
童
が
生
の
舞

台
芸
術
に
触
れ
る
権
利
を
保
障
し
、日
本

の
教
育
の
中
で
重
要
な
役
割
を
は
た
し

て
き
ま
し
た
が
、
こ
の
間
、
開
催
校
が
減

少
し
、公
演
料
も
低
下
す
る
な
ど
様
々
な

困
難
が
生
ま
れ
て
い
ま
す
。こ
の
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
は
、こ
う
し
た
現
状
の
問
題
的
を

明
ら
か
に
し
、学
校
公
演
を
豊
か
に
し
て

い
こ
う
、
と
日
本
共
産
党
の
学
術
・
文
化

委
員
会
が
開
い
も
の
。
東
京
を
中
心
に
、

長
野
や
大
阪
、
名
古
屋
、
浜
松
な
ど
各
地

の
劇
団
、
音
楽
、
学
校
関
係
者
な
ど
が
集

い
ま
し
た
。 

 

パ
ネ
リ
ス
ト
は
瓜
生
正
美(

劇
作
家
・

演
出
家)

、
大
野
則
幸(

と
も
し
び
代
表
・

製
作
者)

、真
瀬
信
光(

元
埼
玉
県
立
高
校

教
員)

と
井
上
議
員
の
４
人
。
井
上
議
員

は
、
家
庭
の
生
活
困
難
の
広
が
り
と
、

国
・
自
治
体
の
教
育
予
算
の
削
減
な
ど
費

用
上
の
困
難
と
、
教
員
の
多
忙
化
や
学
校

行
事
の
時
間
確
保
の
困
難
と
い
う
２
つ
の

面
を
指
摘
し
ま
し
た
。
そ
の
上
で
、
改
め

て
学
校
教
育
に
と
っ
て
の
意
義
を
語
り
あ

い
、
せ
め
て
１
年
に
１
回
は
舞
台
芸
術
に

触
れ
ら
れ
る
制
度
、
予
算
を
確
立
し
、
「
人

格
の
完
成
」
を
目
標
と
し
た
教
育
に
ふ
さ

わ
し
い
学
校
運
営
に
切
り
替
え
る
必
要
性

を
の
べ
ま
し
た
。 

 

学
校
現
場
、
劇
団
、
音
楽
関
係
者
そ
れ

ぞ
れ
の
立
場
か
ら
の
報
告
が
あ
り
、
「
こ

う
い
う
場
を
日
本
共
産
党
が
設
け
た
く
れ

た
こ
と
に
感
謝
す
る
」
と
い
う
発
言
が
あ

り
ま
し
た
。
現
状
を
憂
え
、
な
ん
と
か
し

た
い
と
い
う
多
く
の
人
た
ち
の
思
い
が
ひ

し
ひ
し
と
伝
わ
っ
て
く
る
シ
ン
ポ
で
し

た
。 

１０
月
２４
日
、
衆
院
の
教
育
基

本
法
に
関
す
る
特
別
委
員
会

の
理
事
懇
が
開
か
れ
、
今
国
会

で
の
実
質
審
議
入
り
が
３０
日

か
ら
と
決
ま
り
ま
し
た
。 

与
党
は
わ
ず
か
な
審
議
で

採
決
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す

が
、
新
内
閣
が
誕
生
し
、
「
教

育
再
生
」を
一
番
の
課
題
と
し
て

い
る
以
上
、一
か
ら
審
議
す
べ
き

で
す
。
そ
も
そ
も
準
憲
法
的
法
案

に
ふ
さ
わ
し
い
審
議
が
必
要
で

す
。 

 

今
週
か
ら
の
審
議
入
り
の
動

き
が
予
想
さ
れ
た
２３
日
、
「
教

育
基
本
法
の
改
悪
を
と
め
よ
う

院
内
集
会
」
が
開
か
れ
、
会
場
い

っ
ぱ
い
の
参
加
で
し
た
。 

井
上
さ
と
し
参
院
議
員
が
教

育
基
本
法
改
悪
法
案
を
め
ぐ
る

国
会
情
勢
に
つ
い
て
報
告
し
ま

し
た
。 

 

ま
た
、
井
上
議
員
は
、
１９
日

に
は
、教
育
基
本
法
改
悪
を
許
さ

な
い
各
界
連
絡
会
の
団
体
代
表

者
会
議
で
国
会
情
勢
を
報
告
し

ま
し
た
。 

 

10月20日、佐々木憲昭衆院議員、井上さ

とし参院議員はじめ国会議員団は、“2006

年なくせじん肺全国キャラバン”の国会請

願デモを激励しました。 

じん肺は、いまなお毎年1万5千名もの人

が「じん肺有所見」に認定され、被害者が

発生し続けている職業病です。一日も早く

じん肺を根絶することは、粉じん職場に働

く人々はもちろん、多くの国民が望んでい
ることであり、国に課せられた重大な責務です。 

04年4月に、最高裁が筑豊じん肺訴訟について、はじめて国のじん肺加害責任

を明確に認めました。今年7月には、東京地裁と熊本地裁でトンネルじん肺につ

いても、国が放置し省令を改正しなかったことは“著しく不合理”だと国のじ

ん肺責任を認めました。ところが厚生労働省は、判決を受け入れようとせず不

当にも控訴し、被害者との話し合いの席に着こうともしていません。 

国会請願を激励する国会議員団 


